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研究成果の概要：京都や奈良のような歴史的な市街地では、木造の建物が建て詰まっているた

め、火災安全上の問題を看過できない。本研究では、延焼シミュレーションに基づき歴史環境

と調和した市街地全体の火災安全性能向上方法を検討した。具体的には、火災安全対策として

外壁の防火改修及び地域住民による消火活動を取り上げ、それぞれの対策による延焼遅延効果

を定量的に評価することができた。 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 伝統的町並みを改善する際、道路拡幅し、
建物を現代的工法により不燃化すると、その
町並みのもつ魅力を失うことにつながる。 
 
(2) 伝統的な建築物に相応しい外壁や軒裏
などの防火的な仕様が開発されつつあるが、
これがどの程度、地区全体の延焼リスク低減
につながるか示されてこなかった。 
 
２．研究の目的 
(1) 伝統的町並みにおける防火改修や地震
時の消火、及び、予測される延焼リスクに対

する住民の意向をふまえて、地震火災時の延
焼リスクを低減させる方策を見いだす手法
を開発することを目的とする。 
 
(2) 防火改修による延焼阻止効果や住民消
火を組み込んだ延焼シミュレーションを用
いた延焼危険性のリスク評価を行うことに
よって、達成すべき防火改修の程度や消火設
備の形式、配置密度等を明らかとする。 
 
３．研究の方法 
(1) 伝統的な町並みにおいて地域住民に受
け入れられる防火改修や地震時の住民によ



 る消火方法等の意向について調査を行う。 
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 (2) 延焼シミュレーションモデルへ防火改
修、及び、消火による延焼阻止効果を組み込
む。 

 
 
  
 (3) 防火対策の延焼阻止効果を定量的に評

価するために、延焼シミュレーションをベー
スとした地震火災リスク計算を行う方法を
構築する。 

 
 
 
  
 (4) 伝統的町並みのデータを収集し、ケース

スタディにより防火改修、及び、消火活動に
よる効果を確認する。 

 
 
  
 ４．研究成果 
   図１ 住民消火の対象物設定 (1) 伝統的な町並みの住民の防火対策と美

観についての意向について、重要伝統的建造
物群保存地区（伝建地区）に指定されている
和歌山県湯浅町、岐阜県高山市三町、及び、
奈良県橿原市今井町において実施し、受け入
れられる延焼範囲、防火改修、消火活動等に
ついて、街区内の一般住民へのアンケートに
より把握した。また、これらの市街地につい
ての建物・道路等のデータの収集・整備を行
った。 

 
(4) 伝統的市街地における延焼火災に対す
る住民の消火活動能力の定量化を図ること
を目的として，消防用可搬ポンプを利用した
消火活動実験を行った．本実験の内容は，住
民行動シナリオに基づいており，消防水利ま
でのポンプ移動，エンジン起動，ホース延伸，
放水開始という，一連の作業に要する時間の
測定を行った。 
  
(5) 日本特有の軸組木造土壁工法の景観
を生かした防火改修方法の検討のため、
建設時期や地域に応じて塗厚に幅が見
られる土壁の耐火性能について、面材と
しての土壁の遮熱性能について検討を
行なった。 

(2) 住民特性に応じたリスク低減方策を検
討するため、住民による初期消火活動体制の
有効性について、ヒアリングとアンケート調
査を重要伝統的建造物群保存地区において
行い、消火設備等の配置状況を明らかとする
とともに、住民自身の意識や意欲、消火設備
などのハード設備についての認識を把握し、
地域住民による初期消火活動が防災対策と
して有効に機能するための要素について整
理した。その結果、重要伝統的建造物群保存
地区の選定から年月がたっており計画防災
計画が策定されている地区では改善の余地
はあるものの比較的水利や設備は整備され
ており、火災に備えた訓練も行われているこ
と、また、住民の防災意識の向上には防災訓
練が重要であり、防災訓練を行うことで、住
民は防災にたいして関心を持つことができ
ることが明らかとなった。 

 
(6) 具体的な地区として和歌山県湯浅町伝
建地区を取り上げ、住民の消火活動を組み込
んだ都市火災性状予測モデルに基づき、歴史
環境と調和した市街地全体の火災安全性能
向上方法を検討するため、火災安全対策とし
て外壁の防火改修及び地域住民による消火
活動を取り上げ、その延焼遅延・抑止効果を
定量的に評価した。その結果、伝統的構法を
生かした建物の防火改修と、地域住民による
消火活動の反映について検討を行ったが、い
ずれも一定の延焼遅延効果を確認すること
ができた。  
 (3) 研究分担者らがこれまでに開発してき

た都市火災性状予測モデルに対して、放水の
物理的火災抑制効果、ならびに都市火災時に
おける住民の消火活動行動を組み込むこと
で、可搬ポンプ等を利用した地域消火活動の
有効性を定量的に評価可能なモデルへと発
展させた。ケーススタディとして、同形状の
建物が等間隔に並んだ仮想的な市街地に本
モデルを適用し、消防水利の整備状況が市街
地の火災安全に及ぼす効果について基礎的
な検討を加えた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  図２ 建物の防火改修の効果の一例 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図３ 防火改修と消火活動の効果の比較 
 
(7) 延焼シミュレーションモデル（物理モデ
ル）への防火改修等による延焼阻止効果の組
みを行うとともに、実際の市街地で地域消防
力によってどの程度火災の拡大が抑制され
るかについて検討をケーススタディにより
行った。ケーススタディの対象地は高山市三
町伝建地区である。また、市街地の更新によ
って火災安全性の向上を行った神戸市長田
区においても同等の検討を行い対策として
の効果を比較し、その効果を把握した。地域
消防力とその活動対象である火災という現
象は、気象条件や出火条件など多様な要因に
よってその状況が大きく変化するものであ
るので、リスクの概念に基づき、出火条件や
気象条件、地域住民の活動条件を不確定なパ
ラメータとし、モンテカルロシミュレーショ
ン（複数回の試行）を実行することで、最終
的な損失期待値（火災拡大による焼失棟数な
ど)、すなわち火災リスクを求めている。リ
スク評価の結果、市街地を更新する手法に比
べて、地域消防力の向上により火災安全性を
確保する方法は、人的要因による不確定要素
を多く含むため、その効果を恒常的に見込む
ことは難しいこと、火災安全対策立案時には
２つの対策の質的な効果の違いを考慮する
ことが必要であることが確認された。 
 

(8) 地震後の火災の場合は、建物があち

らこちらで倒壊した状態での市街地火

災になるので、倒壊する確率を別途計算

して、倒壊すると想定する建物は、内部

空間が押し潰された建物部分と、内部空

間が保持された建物部分のそれぞれの

火災性状を計算するモデルを構築した。

このモデルを基に、リスク評価の基準と

して、地震前の神戸市長田区の状況を把

握するために、地震の影響で消火活動が

困難になることを想定して、最大24時間

後の焼失棟数を計算し、出火点は1回の

計算につき1箇所を評価領域内でランダ

ムに選定、リスク評価の単位は町目毎と

し、ある町目内で出火した火災によって

焼失する全建物棟数をその町目の火災

リスクとし、モンテカルロシミュレーシ

ョンを実施した。リスク評価の計算対象

範囲は、約2.8ｋｍ×2.5ｋｍの長田区46

町目、須磨区34町目、計80町目の範囲を

選定し、計算結果を図４に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ 長田区周辺の震災前火災リスク 

 
(9) 以上より、外壁などの防火改修による
延焼阻止効果を耐火試験によらずとも把握
できる手法が得られるので、この防火改修、
及び、可搬式ポンプによる住民消火を組み込
んだ延焼シミュレーションを用いた延焼危
険性のリスク評価を行うことによって、達成
すべき防火改修の程度や消火設備の形式、配
置密度等を明らかとすることが可能となっ
た。また、ここで示した方法で、伝統的町並
みに限らず日本各地の密集市街地の延焼リ
スクを計算すると、それらの地域は阪神・淡
路大震災が発生する前の神戸市長田区周辺
の市街地と比べて、延焼しやすいかどうかが
わかり、単に数量的な予測結果に比べて一般
の人々にはイメージがしやすいものとなる。
地域の人々によるまちづくりによってこれ
らの密集市街地の安全化をはかろうとする
際に、個々の建物の構造を燃えにくいものと
したり、小公園等を設置した場合に、この方
法を適用すれば、どの程度、延焼しにくくな
るかわかるので、この方法は、安全化の検討
支援ツールとして活用できる。 
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